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要　　旨

本稿は、社会的企業を対象とする研究について、社会厚生の観点から分析するための展望を

述べた論文である。経済学では、社会の良さの指標として社会厚生を用いるが、関数としての

その形態はさまざまである。一方、社会的企業を含め、企業が社会的責任を追及する場合にお

ける民主制の重要性を指摘する傾向も近年は強まっている。本稿はこれらを背景として、さま

ざまなステークホルダーを包摂する社会的企業では、かれらの選好を把握したうえで社会厚生

を最大化することが重要であることを述べる。そしてそのうえで、社会厚生関数を用いた分析

で今後どのような視点が重要であるかを指摘する。
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１．はじめに
企業に対して求められる社会的責任は、当然のことではあるが、社会とともに変化する。高

度経済成長期には、経済成長によって人々の暮らしをより豊かなものにしようとする傾向が社

会全体において強かった。また、それぞれの企業にもそのような傾向を求められることが強かっ

た。そして、そのような傾向に対する反省から、地球環境の保全や直接的な利害以外の面で関

係する利害関係者 （ステークホルダー） に対する配慮を求める傾向が、20 世紀末から強くなっ

てきた1。そして近年では、SDGs （持続可能な発展目標） の標語のもとで、環境保全や倫理の遵

守が一般的になりつつある。その結果、企業に対してそれを求める傾向も、当然ながら強まっ

ている。

このような流れにおいて、「社会的企業」という言葉はもはや特殊なものではなくなってき

ているのかもしれない。事実、企業が行っている事業について、SDGs のうちのどの項目に該

当するかを表記することが義務付けられていることも、近年は珍しくない。つまり、「利潤以

外の要素を目的としつつ、利潤の追求を行う組織」として「社会的企業」を定義するならば、

それは一般的な企業も包括できるような状態なのである。

ただし、社会的企業についての議論では、根幹的なことが詳細に論じられていないことが珍

１Kitzmueller and Shimshack（2012）や Benabou and Tirole（2010）、また、Baron（2007） を参照。
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しくない。その一つが、社会の厚生と社会的企業の関係である。厚生とは、社会や人々の状態

を表す基準であり、高い方が良いというのが一般的な見解である。もちろん、社会的企業が行

う事業も、社会の厚生に寄与することが求められている。だが、「その寄与をどのように測定

するのか？そもそも、どのように観察するべきなのか？」という基本的なことのついての議論

は、ほとんど行われていない2。本稿は、この点について若干ではあるが、今後の研究のための

指標をいくつか提供するものである。

本稿の構成は以下のようになっている。2 節では、わが国における「社会的企業」を対象と

した研究の近年の展開についてごく簡単ではあるが述べる。そして 3 節では、社会の状態を

観測する社会厚生関数の具体的な形状と性質について述べる。そして、4 節では 3 節の話を踏

まえたうえで、社会の状態を決定づける意思決定についての議論を述べる。また、「社会的企業」

と呼ばれる組織において、どのような意思決定構造が必要であるかについても述べる。さらに

5 節では、社会的企業が社会に与える影響を特にどのような視点、すなわち、変数によってと

らえるべきであるかについて述べる。最後に、6 節でまとめを述べる。

２． わが国の「社会的企業」の現状
筆者は過去に、「社会的企業」という言葉が我が国において注目を集めて久しいと書いた。

だが、近年の研究はその注目に比してみた場合、経済学においてはあまり進んでいないという

のが現状である3。その理由としては、「社会的企業」という組織が明確に法律によって定義さ

れていないことがあげられる。もちろん、法律による明確な定義が必要というわけではない。

だが、日本においては「社会的企業」として政府が推奨するビジネス・モデルと、研究対象と

しての「社会的企業」が乖離している傾向にある。そのため、「社会的企業」として広く共有

される指標がうちだしにくくなっている。さらに、そのことに関連し、実証研究のためのデー

タの収集も進んでいないというのが大きな理由である。

だが、経済学において進んでいないとはいっても、「社会的企業」を対象とした研究が全く

進んでいないわけではない。むしろ、地理学や観光学においては積極的に研究されている。日

本における「社会的企業」は「ソーシャル・ビジネス」と解釈されることが多く、その場合、

地域コミュニティに代表される共同体に根差した「コミュニティ・ビジネス」と同義、あるい

２Frey and Stuzter （2002） や Clark （2018） でも述べられているように、主観的な生活満足度 （SWB） に代表される
幸福度そのものは政策形成等に対して非常に有用なツールである。また、筆者も過去に加藤 （2017） において、幸
福度の有効性を述べたことがある。だが、Glaeser, et al. （2016） も指摘しているように、主観的な幸福度が社会厚
生と必ずしも一致するとは限らない。したがって、幸福度のみによって社会的企業の事業の影響を測定するのは、
経済学的に社会的企業を分析するうえでは重要かもしれないが、それだけでは不十分である。なお、厚生の測定に
関する根本的な問題点等については Slesnick （1998） を参照。

３「社会的企業」を対象とした実証分析の代表例として柗永 （2009） があげられるが、日本において「社会的企
業」を対象とした経済学的な手法による実証分析は、この研究以降存在していない。一方で、海外では Besley and 
Ghatak （2017） が頻繁に引用されているように、社会的企業についての実証分析が比較的多く行われている。
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は、非常に近いものとして扱われる。そして、地方都市をはじめとして、「ソーシャル・ビジ

ネス」を対象とした事業モデルのコンテストも行われている。また、学術面においては、その

ような企業は地理学や観光学において事例を対象とした質的研究が展開される傾向にある4。そ

して、質的研究が展開されるように、研究対象となるそれぞれの社会的企業とそれを取り巻く

環境の独自性が強いことが、特徴としてあげられる。

他方、近年の「社会的企業」の大きな動きとしては、営利性の強い企業による CSR （Corporate 

Social Responsibility） の追求の延長線上に位置する事業や企業が増えてきたことがあげられ

る。すなわち、以前までは「社会的企業」のなかでも特に営利性の強い対象として考えられて

きたものが、「社会的企業」の中でもその勢いを増しているのである。この理由としては、日

本における寄付に対する意識の高まりや SDGs （Sustainable Development Goals） の普及があ

げられる。東日本大震災以降、日本でも金銭的な寄付をする動きが以前よりも増した。そして、

近年はソーシャルネットワーク・サービスの発展を背景としながら、若年層において環境問題

や貧困問題、国際間の紛争に対する問題意識が広く共有されるようになった。これらを背景と

して、営利企業が自身の事業について社会的な面での貢献を強く宣伝するようになった。その

ため、近年の日本では、営利企業による CSR の追求の発展形としての「社会的企業」が注目

を集めている5。

以上のような展開が、「社会的企業」について日本においてみられていることである。この

ような展開を背景として、今後は研究対象としての「社会的企業」の定義も改めて考察する必

要があるだろう。だが、ひとまず、本稿では営利性の強い「社会的企業」を対象とした場合に

おいて、そのパフォーマンスをどのように評価すべきかを考察する。そして、そのためには、人々

の福祉を捉えるために経済学において広く用いられている社会厚生関数が一つの指標として有

効であるといえるだろう。

３．社会厚生関数
３．１．ベンサム型社会厚生関数

一般的に、ベンサム型の社会厚生関数は以下のように表記される。

1 
 

��𝑢𝑢�𝑥𝑥�� ��𝑢𝑢��𝑥𝑥�
�

���
 

 
 

 
 
 
��𝑢𝑢�𝑥𝑥�� 
 
(𝑢𝑢�) 
 
(𝑢𝑢�)  
 

��𝑢𝑢�𝑥𝑥�� � ��𝑢𝑢��𝑥𝑥�, … , 𝑢𝑢��𝑥𝑥�� 
 

𝜕𝜕��𝑢𝑢�𝑥𝑥��
𝜕𝜕𝑥𝑥� � ���� � �,… , �� 

 
 
 

W

0

図1. ベンサム型の社会厚生関数の図

注: 後藤・井深 (2020) を参考に筆者作成.

𝑢𝑢�

𝑢𝑢�

４石原 （2022） を参照

５例えば、株式会社 HASUNA は宝石販売会社であるが、原材料の仕入れや加工を通じて発展途上国の女性の地位向上
に貢献していることをホームページで述べている。そのため、「社会的企業」とみなすことが可能であるだろう。ま
た、日本の企業ではないが、フランスのシャンパーニュブランドの「TELMONT」はシャンパン製造による環境の
向上をホームページで述べている。したがって、これも「社会的企業」としてみなすことができるだろう。
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すなわち、一人一人の効用を最大化することによって社会全体の効用を最大化できるという

ものである。いわゆる、有名な「最大多数の最大幸福」である。そして、個人の効用は快楽や

苦痛によって構成されるものであり、すなわち、個人の快楽を増やすことによって社会の厚生

を最大化できるというものである。図 1 は、2 人の個人 （A と B） によって構成されている社

会におけるベンサム型の社会厚生関数を図示したものである6。
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で構成されているとするならば、ベンサム型効用関数の場合は図のように右下がり

の直線で表されることとなる。

ただし、これは個人の効用関数を基数的なもの、つまり、個人間で比較や演算できるものと

して考慮した場合のみに用いられる傾向にある。そして、現在の経済学では一般的に効用は序

数型、すなわち、個人間で比較や演算できるものではなく、あくまで個人にとって段階的に位

置づけられるものとして定義されることが多い。したがって、個人の快楽にもとづく効用と、

それにもとづいた社会厚生関数は、現在の経済学ではあまり扱われることはない。また、快楽

の追求と苦痛の忌避によって個人の効用と社会厚生が最大化されるというのも、中毒罪などの

存在を考慮するとその定義の一般性は慎重に考慮すべきである7。

３．２．バーグソン・サミュエルソン型社会厚生関数

次に、バーグソン・サミュエルソン型の社会厚生関数は以下のように表記される。

６ここで紹介する図は後藤・井深（2020）を参考に筆者が作成したものである。なお、この図のより詳細な説明は後
藤・井深（2020）と Dorlan and Tsuchiya （2009）を参照。

7 中毒財の例として、たばこやアルコールなどがあげられる。これらは快楽を与えるが、過度の使用は個人の身体的
健康に対して深刻な影響を与える。さらに、快楽を与えるが身体的健康を直接的に害するものとして薬物などがあ
げられる。
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これは、個人の効用を序数的なものとして扱っている。そして、社会厚生について限界効用

が逓減する、すなわち、個人間の効用関数にはトレード・オフが発生することを含めたものと

なっている。したがって、個人の無差別曲線を社会的なものに拡大したものが、この社会厚生

関数にもとづいて描かれることになる。そして、個人間の格差が少ないほど社会厚生的には望

ましいことも示している。そして、このような関係を図示したものが図 2 である。なお、図

の構成は図 1 と同様である。
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この場合、原点から遠いほど効用の社会厚生の水準は高くなっている。すなわち、
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の順で厚生水準は表される。そして、個人 A と個人 B の間でトレード・オフ

の関係を想定しているため、図のような社会的無差別曲線があらわされる。

経済学では、先述のように、個人の効用関数について序数型のものとして位置づけることが

一般的である。したがって、ベンサム型の社会厚生関数よりもバーグソン・サミュエルソン型

の社会厚生関数の方が一般的なものとして位置づけられることが多い。ただし、バーグソン・

サミュエルソン型の社会厚生関数は、市場均衡とそれがパレート最適であるという仮説に立脚

している。すなわち、市場均衡の安定性とパレート効率性の前提について考慮することが、バー

グマン・サミュエルソン型の社会厚生関数にもとづいて社会厚生を考察する際には重要である

だろう。
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３．３．ロールズ型社会厚生関数

そして、ロールズ型の社会厚生関数は以下のように表記される。
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これは、社会において最も低い値を持つ個人の効用を社会厚生関数とし、それを最大化しよ

うとするものである。すなわち、社会における平等性を最も重視している社会厚生関数という

こともできる8 。この関係を図で表したものが図 3 である。
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厚生水準の順番は図 2 と同じであるが、この場合、個人 A と個人 B の効用の間には完全に

補完性が想定されている。すなわち、片方の効用水準を高めるだけでは社会厚生は向上せず、

社会構成員全員の効用水準を向上させる必要があるのである。このように、ロールズ型の社会

厚生関数では、構成員間の平等性が非常に重要視される。

３．４．ナッシュ型社会厚生関数

最後に、ナッシュ型の社会厚生関数は以下のように表記される9 。
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8 対称的に、ニーチェ型の社会厚生関数は以下のように表記される。
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　これは、社会において最も高い値を持つ個人の効用を、できるだけ小さくしようとするものである。

9 詳細は Kaneko and Nakamura (1979) を参照。
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これは、
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が個人 i にとって最も望ましくない状態を示している10 。すなわち、現在の

効用水準である
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とその差の対数を社会全体における総和でとらえたものが社会厚生とし

て位置づけられるのである。そして、個人
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が現在の状態を自身にとって望ましいものと考え

ない場合、個人
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は自身が持っている資本すべてを放棄することができ、そして、そのとき、

社会全体の厚生は 0 になることもこの社会厚生関数は示している。すなわち、自分だけ戦略

を変えても自分の効用が増加しないというナッシュ均衡の考えを社会厚生関数に導入したもの

である。

この社会厚生関数はかなり特殊なものではあるが、社会における「正義」を考察する際など

において有用になることがある11。したがって、社会厚生関数も目的によってさまざまな形態

のものが存在するのである。

４．社会選択理論と民主制

厚生経済学といわれる分野において、社会選択理論の近年の位置づけは非常に重要かつ大き

いものである12。社会選択理論を端的に述べるならば、個人の選好をもとに選択に対する社会

全体の選好あるいは社会厚生関数を構成し、どのような選択肢が厚生を最大化するかを考察す

るものである。ただし、社会厚生関数を先述のような関数のいずれかに特定する必要は必ずし

もなく、むしろ、議論の中心になるのは、意思決定方法が持つトレード・オフであることが多

い。そして、その意思決定方法は民主制に代表される投票ルールであることも多い。

実は、社会選択理論という分野が形成された過程は、投票ルールについての考察ととらえる

ことも可能である。ボルダやコンドルセといった数学者たちにより、投票ルールの持つ性質に

ついての考察が 18 世紀の欧州では展開された。そして、1950 年代においてケネス・J・アロー

が意思決定の方法の一つとしての民主制について、数理的性質をまとめて考察した13 。そして、

それによって社会選択理論は経済学の一分野として展開するようになった。

さて、企業内における具体的な意思決定は多様かつ複雑なものである。一般的には、株主総

会や取締役会が特に権限の大きいものとして位置づけられることが多く、そして、これらは多

数決によって意思決定が行われる傾向が強い。しかし、株主間のパワーバランスや企業内の人

間関係や利害関係も影響し、必ずしも意思決定が多数派の意向を中立易に反映するとは限らな

10 この社会厚生関数は、ナッシュの考えを導入したものであるが、その背景にあるのはホッブスの思想である。ホッ
ブスが指摘した原初状態を
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𝑢𝑢��𝑥𝑥�� 
 
𝑢𝑢��𝑥𝑥� 
 
𝑖𝑖 
 
𝑢𝑢��𝑥𝑥�� は示している。そして、社会厚生が 0 になる状態はホッブスの指摘する自然状態

を示している。なお、金子守と中村健二郎がナッシュ型社会厚生関数を考察した背景としては、核兵器の開発と冷
戦の進展があげられる。

11 例えば、私有財産は社会において肯定されるべきかどうかといったことなどである。詳細は金子（2007）を参照。

12 坂井（2013）は非常に丁寧にこの分野についてまとめた文献である。

13 いわゆる「アローの不可能性定理」である。ただし、坂井（2013）でも述べられているように、この定理は民主
制の限界を指摘したというよりも、意思決定において一般的に重要視されやすい基準を多数決が満たさないことを
指摘したものとして捉える方が適切である。
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い。すなわち、企業の社会的な責任が必ずしも多数決によって決定づけられるとは限らないの

である。

しかし、とはいっても、近年の経済学の分析では企業内における民主制の重要性を指摘する

ものも増えつつある。例えば、Hart and Zingales （2017） では、近年の社会全体の傾向やステー

クホルダーの多様化を考慮するならば、企業は利潤最大化よりもステークホルダーの厚生を最

大化するように行動するのが経営戦略として合理的であると指摘している。そして、ステーク

ホルダーの厚生を最大化する意思決定方法として、企業内における民主制をあげている14 。さ

らに Broccardo, et al. （2022） においても、ステークホルダーの厚生を最大化するためには、

民主制による意思決定においてステークホルダーの棄権を防止することが重要であると指摘し

ている。

このように、企業が社会的な責任を遂行するためには、企業内において民主制を実行するの

が効率的であるケースがあると考えてもよいだろう。そして、「社会的企業」と呼ばれる組織

はその典型的な例としてあげてもよいだろう。

５．変数
社会的企業について、その事業を評価するための社会厚生関数がいくつかあげられることを

4 節では述べた。ここでは、その変数として具体的にどのような要素があげられるかを述べる。

まず一つ目は、自然環境への貢献度である。多くの科学分野において、自然環境の保全の

重要性が 21 世紀以降指摘されている。そして、それは経済学でも例外ではなく、環境経済学

を中心として社会経済と自然環境の関係は分析されている15。また、環境経済学に直接関係な

くても、自然環境に対する配慮が市場競争にも影響し、企業の社会的責任の重要性を指摘する

論文も近年は特に多い16 。一般的に「社会的企業」というと、貧困や環境問題に対する事業を

行っているイメージが強いが、近年の傾向を考えるとそれは先入観のみではないことがうかが

える17。

二つ目は、健康水準である。近年の幸福度分析の中には、人々は満足度の中でも特に健康に

関する満足度を重視することを指摘している研究もある。人々の健康は、人々の所得と依存関

14 いわゆる「マルチステークホルダー・ガバナンス」の一つとして捉えてもよいだろう。なお、「マルチステークホ
ルダー・ガバナンス」の詳細については加藤（2014）を参照。また、Hart and Zingales （2021）ではより一般性
を強めた論においても民主制の重要性が述べられている。

15Besley and Torsten（2021）では、自然環境に対する配慮についての考察が経済学の分析においてなぜ重要である
かが、モデル分析によって端的に述べられている。

16Aghion, et al.（2020）では、消費者をはじめとするステークホルダーたちの選好のうちで環境に対する配慮が近年
特に重要性を増していることが指摘されている。さらに、そのような傾向が企業に社会的責任を遵守させるインセ
ンティブとして作用し、その結果、環境に配慮した製品の開発におけるイノベーションに貢献していることも、近
年の企業のパネルデータを用いて実証分析されている。

17 もちろん、貧困も重要な分析対象である。後述するように、次の「健康」について貧困は非常に密接に関与している。
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係にある。すなわち、健康水準の向上が所得水準の向上に貢献し、所得水準の向上が健康水準

の向上に貢献するのである。ただし、「健康」といってもその定義は多様である。身体的な意

味での「健康」も重要だが、精神面の「健康」は身体的な意味での「健康」に大きな影響を与

える。さらに、年齢や性別などの属性も「健康」の定義において重要な意味を持つ18。すなわち、

人々の「健康」を多義的に解釈したうえで、社会的企業がそれにどのように貢献するかを考察

することが必要かつ重要なのである。

最後は、教育水準である。教育は、人々の人的資本の蓄積における根幹的な過程である。つ

まり、人々の所得に対して教育は非常に大きな影響を与えているのである。ただし、「教育」

といっても、その機会は非常に多様である。学校などの機関によって提供されるフォーマルな

教育が存在する一方で、コミュニティによって提供されるインフォーマルな教育機会も多い。

そして、インフォーマルな教育機会がフォーマルな教育機会と同様に個人の人的資本に対して

大きな影響を与えることもある19。社会的企業は、そのようなインフォーマルな教育機会の提

供に貢献する可能性を持っているといえる。そして、社会的企業が実際に人々の学習意欲の向

上にどのように影響しているかを捉えることは、非常に重要であるだろう。

６．まとめ
「社会的企業」と呼ばれる組織についての経済学的な研究は、いまだに課題が多い。何にも

とづいて「社会的企業」を明確に定義するかは、いまだに見解が分かれている。そして、何に

よって「社会的企業」と呼ばれる組織の事業を評価するかも、同様に議論が分かれている。幸

福度というのも社会的企業の影響を測定する一つの手法として、確かに有用ではあるが、幸福

度が必ずしも社会厚生と一致するとは限らない。したがって、社会的企業についてはさまざま

な指標によってその事業の影響を測定することが必要である。

本稿はそのような背景をもとに、経済学で用いられる社会厚生関数によって社会的企業の事

業をどのように評価できるかについて、若干ながらも考察した。ただし、社会厚生関数といっ

てもさまざまであり、どのような基準を重視するかによって社会厚生関数で描かれる社会の厚

生は異なってくる。すなわち、社会厚生関数はそれぞれの基準に依存しているということもで

きる。

ただし、そのなかにおいて、20 世紀中ごろから社会選択理論と呼ばれる分野が発展してきた。

そしてそれは、民主制をはじめとして多数存在する意思決定の手続きが、どのような基準にお

18 健康については、主観的な指標と客観的な指標の乖離がみられることもある。そして、その傾向は性別や年齢から
影響を受けることもある。

19 例えば、芸術表現やファッションショーなどの何らかのイベント参加によって、個人が自己実現の機会を得ること
はその後の学習意欲などに大きな影響を与える。したがって、これらの影響も他の影響と同様に分析することが重
要である。
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いて望ましいかを議論するためのものである。この分野は、近年の経済学において特に注目を

集めている分野の一つである。

一方、企業について社会的責任を求める声が高まると同時に、そのためにはステークホルダー

の厚生を高めることが重要であると指摘する声も増えている。すなわち、企業は利潤のみでは

なく、ステークホルダーの選好を考慮した経営戦略を行う必要がある。もちろん、それは社会

的企業についても同様である。したがって、企業内における意思決定のツールとして民主制は

どれくらい有用であるかを考察するために、社会選択理論は重要である。さらに、社会的企業

のガバナンスが望ましいものであるかどうかを評価するものとしても、社会選択理論はきわめ

て有用である可能性を持っているのである20。

そして、社会的企業の事業は特に、自然環境や人々の健康、そして、教育水準に対して大き

な影響を与えることが考えられる。これらに対する影響は、定量的に測定することが比較的可

能である21。したがって、社会的外部におけるステークホルダーへの影響を定量的に測定する

一方で、社会的企業内部における意思決定の在り方について考察を行うことが、今後の社会的

企業の研究において重要であるだろう。そしてそれは、社会的企業の経営に対しても有効であ

る可能性が高い。
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